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③  目地充填工法の止水性試験方法(案) 

 
試験方法規定者：農林水産省独自試験  

 
１．適用範囲 

  この基準は、コンクリート構造物の目地補修に使用する目地充填工法の止水性試験方法につ

いて規定する。 

 

２．試験体 

2.1 試験用基板 

試験用基板（以下、「基板」という）は、下記に従い作製する。 

a）基板は、設計基準強度 21 N/mm2以上のコンクリート製で、JIS A 1132 の 5.(曲げ強度試験

用供試体)に準じて作製するものとし、その寸法は、300×300×60 mm 以上とする。なお、JIS A 
5371 付属書 B に規定される普通平板などの市販品を用いてもよいものとする。 

b）型枠の取外し及び養生は、JIS A 1132 の 7.(型枠の取外し及び養生)による。ただし、型枠を

取外した後は、20 ± 2℃の水中で 28 日間養生する。 

c）基板作製時、若しくは養生期間終了後に図１に示すように基板中央部に目地材設置のための

溝を設け、併せて注水孔と空気抜孔を設ける。溝の形状は、原則として図２に示すように目地

幅に対する目地深さの比を 2/3 としたモデル試験体（以下、「試験体」という）の施工が可能

なものとし、注水及び空気抜孔の径は 10 mm 程度とする。 

2.2 試験体の作製 

試験体の作製は下記のとおり。 

a）基板の目地材付着面を高周波容量式水分計により表面含水率が 5 ％未満であることを確認

する。5 ％以上であった場合は、基板に影響を与えない程度にバーナー等で十分乾燥させる。 

b）各製品の仕様で目地材を充填し、製品の硬化に要する期間、温度 23 ± 2℃、相対湿度 50 ± 5％
で養生したものを試験体とする。 

c）試験体の端部からの水漏れを防ぐため、エポキシ樹脂系接着材や鋼製プレート等により止水

のため端部処理を行う。なお、試験体の長さは端部処理範囲を除いて 200 mm 以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 試験用基板の例 

試験用基板 空気抜孔 

注水孔 

図２ モデル試験体の例 

目地材 

 
 

プライマー 

バックアップ材 

20 mm 

30 mm 

試験用基板 

図３ 試験体の例 

試験用基板 

端部処理 
200 mm 以上 

目地材 
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３．試験方法 

目地充填工法の止水性試験は、温度 23 ± 2℃、相対湿度 50 ± 5％の室内にて行うものとして、

図４に示すように試験体の注水孔に圧力ポンプ及び圧力計を接続し水を送りながら、空気抜か

ら目地内に滞留する空気を排出させた後、止弁を閉め圧力計の数値が 0.1 MPa を下回らないよ

うに水圧により加圧する。この状態を 3 分間保持し、漏水がないことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．報告 
本試験による結果の報告は、次の事項を必須とする。 

a) 目地材の名称（材質） 

b) 試験体作製時の表面含水率 

c) 試験後の漏水状況 

d) 試験開始前後の圧力計数値 

e) 試験時の温度、湿度 

f) 試験年月日 

g) 試験機関名 

圧力ポンプ 

目地材 

空気抜(止弁付き) 

端部処理 

圧力計 

図４ 止水性試験装置の例 
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④  目地被覆工法の止水性試験方法(案) 
 

試験方法規定者：農林水産省独自試験  
 
１．適用範囲 

  この基準は、コンクリート構造物の目地補修に使用する目地被覆工法の止水性試験方法につ

いて規定する。 

なお、目地充填工法を併用した工法においても、本規定を適用するものとする。 

 

２．試験体 

2.1 試験用基板  

試験用基板（以下、「基板」という）は、下記に従い作製する。 

a）基板には、JIS A 5371 付属書 B に規定される普通平板Ｎ（寸法 300×300×60mm）を用いる

ことを基本とする。ただし、製品の仕様によって、平板が割れるおそれのある場合は、自ら作

製した基板を用いるものとし、作製方法は③目地充填工法の止水性試験方法（案）2.1a)b)に
準拠（基板の寸法を除く）するものとする。 

b）塗装方式及びシート（テープ）貼付固定方式の場合には、図１に示すように基板中央に製品

の仕様に応じた幅の溝を設け、併せて注水及び空気抜のための孔を設けるものとし、その径は

10mm 程度とする。 

c）シート固定方式の場合には、図２に示すように基板中央に注水及び空気抜のための孔を設け

るものとし、その径は 10mm 程度とする。 

2.2 試験体の作製  

試験体の作製は下記のとおり。 

a）基板の目地材付着面を塗装方式及びシート（テープ）貼付方式の場合は、高周波容量式水分

計により表面含水率が 5％未満であることを確認する。5％以上であった場合は、基板に影響

を与えない程度にバーナー等で十分乾燥させる。 

b）各製品の仕様で目地材を被覆し、JIS A 1439 の 5.2.3 試験体の養生 a)A 養生により養生した

ものを試験体とする。水圧を受ける面積は、図３に示すように長さは端部処理範囲を除いて

200mm 以上とし、幅は製品の仕様によるものとする。 

c）試験体の端部からの水漏れを防ぐため、エポキシ樹脂系接着材、アンカーや鋼製プレート等

により止水のため端部処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注水孔 注水孔 

空気抜孔 

空気抜孔 
試験用基板 

試験用基板 

製品の仕様による 

図２ シート固定方式の試験用基板の例 
図１ 塗装方式及びシート（テープ） 

貼付方式の試験用基板の例 
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３．試験方法 

目地被覆工法の止水性試験は、温度 23 ± 2℃、相対湿度 50 ± 5％の室内にて行うものとして、

図４に示すように試験体の注水孔に圧力ポンプ及び圧力計を接続し水を送りながら、空気抜か

ら目地内に滞留する空気を排出させた後、止弁を閉め圧力計の数値が 0.1 MPa を下回らないよ

うに水圧により加圧する。この状態を 3 分間保持し、漏水がないことを確認する。ただし、機

械式固定方式による製品の場合、試験時の温度、湿度は特に定めない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
４．報告 

本試験による結果の報告は、次の事項を必須とする。 

a) 目地材の名称（材質） 

b) 試験体作製時の表面含水率 ※シート固定方式の場合 

c) 試験後の漏水状況 

d) 試験開始前後の圧力計数値 

e) 試験時の温度、湿度 

f) 試験年月日 

g) 試験機関名 

図３ 試験体作製の例 

目地材 

端部処理 

200 mm 以上 

製品の仕様による 

図４ 止水性試験装置の例 

空気抜(止弁付き) 

圧力計 圧力ポンプ 

目地材 

端部処理 
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⑤  目地成型ゴム挿入工法(品質規格Ⅰ型)の耐オゾン性試験方法(案) 
 

試験方法規定者：農林水産省独自試験  
 
１．適用範囲 

  この基準は、コンクリート構造物の目地補修に使用する目地成型ゴム挿入工法（品質規格Ⅰ

型）の耐オゾン性のうち成型ゴムの露出表面の応力状態試験方法について規定する。 

 

２．照査方法 

  目地成型ゴム挿入工法（品質規格Ⅰ型）の露出表面の応力状態は、以下の 2 つの試験方法の

うち、いずれか 1 つの方法により確認するものとする。 

2.1 FEM 解析 

  目地補修を行った実水路において、温度変化によって生じる目地幅の変動を想定した FEM 解

析により、目地材の露出表面における引張応力の発生の有無を確認する。 

2.2 試験体による歪み計測 

  各製品の設計目地幅で施工した試験体に、前述の温度変化による目地幅の変動を作用させ、

目地材の露出表面に生じる歪み量を測定し、引張応力の発生の有無を確認する。 

 

３．試験体 

3.1 試験用基板 

試験用基板（以下、「基板」という）は、下記に従い作製する。 

a）基板は、設計基準強度 21 N/mm2以上のコンクリート製で、JIS A 1132 の 5.(曲げ強度試験

用供試体)に準じて作製するものとし、その寸法は、100×200×50 mm 以上とする。 

b）型枠の取外し及び養生は、JIS A 1132 の 7.(型枠の取外し及び養生)による。ただし、型枠を

取外した後は、20 ± 2℃の水中で 28 日間養生する。 

c）同様の基板を 2 個作製する。 

3.2 試験体の作製  

試験体の作製は下記のとおり。 

a）養生期間経過後の基板の目地材付着面を高周波容量式水分計により表面含水率が 5 ％未満

であることを確認する。5 ％以上であった場合は、基板に影響を与えない程度にバーナー等で

十分乾燥させる。 

b）試験体に使用する目地材の露出側表面には、伸縮量を計測するための碁盤目を 5 mm 間隔で

予め転写する。なお、転写範囲は目地の幅方向に全面、長さ方向に 150 mm 以上とする。 

c）各製品の仕様で基板に b）で碁盤目を転写した目地材を設置する。その際、目地の長さは基

板の長辺以上とする。また、目地幅を調整可能なものとするため、基板の外側に鋼製枠を取り

付け、設計目地幅に固定し、製品で規定されている接着材の種類に応じた期間、温度 23 ± 2℃、

相対湿度 50 ± 5％で養生したものを試験体とする。 
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４．試験方法 

4.1 FEM 解析 

a）解析に使用するプログラムは、材料非線形、幾何学的非線形（大変形）解析が可能なものと

する。 

b）解析における要素タイプは、２次元平面ひずみ要素とし、対称性を利用した１／２モデルと

してもよいものとする。なお、メッシュサイズは 1 mm 以下を標準とする。 

c）解析条件は、①各製品の設計目地幅で目地補修材を設置した状態、②温度変化により水路躯

体が膨張（目地幅が 3 mm 収縮）した状態、③温度変化により水路躯体が収縮（目地幅が 3 mm
伸長）した状態とする。 

d）解析の結果は、図２のような応力分布図で示し、目地材の露出表面に引張応力が生じていな

いことを確認する。 

4.2 試験体による歪み計測 

a）３で作製した試験体により、設計目地幅における碁盤目の伸縮量を計測する。伸縮量は、初

期の碁盤目間隔に対する変化量とし、図３のように計測測線（３測線）部の碁盤目間隔をノギ

ス等により計測した値を用いて求めるものとする。その際、計測値は小数点以下第二位を四捨

五入する。 

b）同様に、目地幅を 3 mm 収縮させた状態と 3 mm 伸長させた状態の碁盤目の伸縮量を計測す

る。 

c）計測の結果、目地材の露出表面に碁盤目の伸長がないことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図２ 応力分布図の例 

目地材 

（露出表面） 

側壁 

図１ 試験用基板の例 

試験用基板 

鋼製枠 

設計目地幅 

基板の長辺以上 

目地材 

ボルト 

応力（MPa） 

0 

-0.2 

-0.4 

-0.6 

-0.8 
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５．報告 

本試験による結果の報告は、次の事項を必須とする。 
5.1 共通報告事項 

a) 目地材の名称（ゴムの種類） 

b) 試験年月日 

c) 試験機関名 

5.2 FEM 解析の報告事項 

a) 解析プログラムの名称 

b) 要素タイプ及び要素数 

c) 解析結果及び応力分布図 

5.3 歪み計測の報告事項 

a) 試験体作製時の表面含水率 

b) 試験時の温度、湿度 

c) 試験体の各測線における伸縮量 

図３ 試験体の伸縮量計測の例 

目地材 計測用碁盤目 

（5 mm 間隔） 

計測測線 

（3 測線） 
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⑥  目地成型ゴム挿入工法(品質規格Ⅱ型)の耐オゾン性試験方法(案) 
 

試験方法規定者：農林水産省独自試験  
 
１．適用範囲 

  この基準は、コンクリート構造物の目地補修に使用する目地成型ゴム挿入工法（品質規格Ⅱ

型）の耐オゾン性のうち成型ゴムの露出表面の応力状態試験方法について規定する。 

 

２．照査方法 

  目地成型ゴム挿入工法（品質規格Ⅱ型）の露出表面の応力状態は、目地補修材と同種のゴム

による屋外での耐用実績を確認するものとする。なお、「同種」とは JIS K 6397 原料ゴム及び

ラテックスの略号の 2.分類及び略号に規定する化学名及び慣用名が同じであることとする。 

  a）開水路の目地が受ける荷重、環境、変形作用以上の条件下で長期間供用されている同種

ゴムの実績を調査し、変状がないことを確認したうえで、露出表面に発生している歪み又

は引張応力を計測又は測定する。試験方法の詳細は 4.1 による。 

  b）目地の膨張収縮を模擬した試験体において露出表面に発生する歪みを計測、又は目地の

膨張収縮を想定した FEM 解析による引張応力を測定する。試験方法の詳細は、4.2 による。 

  c）b）の室内試験又は FEM 解析の結果が、a）の供用実績調査の結果より小さいことを確

認する。 

 

３．試験体 

3.1 試験用基板  

試験用基板（以下、「基板」という）は、下記に従い作製する。 

a）基板は、設計基準強度 21 N/mm2以上のコンクリート製で、JIS A 1132 の 5.(曲げ強度試験

用供試体)に準じて作製するものとし、その寸法は、100×200×50 mm 以上とする。 

b）型枠の取外し及び養生は、JIS A 1132 の 7.(型枠の取外し及び養生)による。ただし、型枠

を取外した後は、20 ± 2℃の水中で 28 日間養生する。 

c）同様の基板を 2 個作製する。 

3.2 試験体の作製  

試験体の作製は下記のとおり。 

a）養生期間経過後の基板の目地材付着面を高周波容量式水分計により表面含水率が 5 ％未満

であることを確認する。5 ％以上であった場合は、基板に影響を与えない程度にバーナー等

で十分乾燥させる。 

b）試験体に使用する目地補修材の露出側表面には、伸縮量を計測するための碁盤目を 5 mm
間隔で予め転写する。なお、転写範囲は目地の幅方向に全面、長さ方向に 150 mm 以上とす

る。 

c）各製品の仕様で基板に b）で碁盤目を転写した目地材を設置する。その際、目地の長さは

基板の長辺以上とする。また、目地幅を調整可能なものとするため、基板の外側に鋼製枠を

取り付け、設計目地幅に固定し、製品で規定されている接着材の種類に応じた期間、温度 23 
± 2℃、相対湿度 50 ± 5％で養生したものを試験体とする。 
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４．試験方法 

4.1 同種ゴムの供用実績調査 

a）目地補修材と同種のゴムを用いた製品が屋外で長期間供用されている実績を確認する。 

b）a）の供用環境において、製品に生じている歪み又は引張応力を計測又は FEM 解析により

測定する。 

c）歪みの計測を行う場合は、a）の製品（現場から取り外したもの）を用いて供用環境を再現

し、4.2.1 に示す方法に準じて製品に生じる歪みを計測する。 

d）FEM 解析を行う場合は、a）の供用環境を想定した条件により、4.2.2 に示す方法に準じて

製品に生じる引張応力を確認する。 

4.2 目地の応力状態確認試験 

4.2.1 試験体による歪み計測 

a）３で作製した試験体により、設計目地幅における碁盤目の伸縮量を計測する。伸縮量は、

初期の碁盤目間隔に対する変化量とし、図２のように計測測線（3 測線）部の碁盤目間隔を

ノギス等により計測した値を用いて求めるものとする。その際、計測値は小数点以下第二位

を四捨五入する。 

b）同様に、目地幅を 3mm 収縮させた状態と 3mm 伸長させた状態の碁盤目の伸縮量を計測す

る。 

4.2.2 FEM 解析 

a）解析に使用するプログラムは、材料非線形、幾何学的非線形（大変形）解析が可能なもの

とする。 

b）解析における要素タイプは、2 次元平面ひずみ要素とし、対称性を利用した１／２モデル

としてもよいものとする。なお、メッシュサイズは 1mm 以下を標準とする。 

c）解析条件は、①各製品の設計目地幅で目地補修材を設置した状態、②温度応力により水路

躯体が膨張（目地幅が 3mm 収縮）した状態、③温度応力により水路躯体が収縮（目地幅が

3mm 伸長）した状態とする。 

4.3 供用実績と室内試験結果等との比較 

a）4.1 により確認した同種ゴム製品に生じている歪み又は引張応力の実績と 4.2 により計測又

は解析した歪み又は引張応力を比較し、実績調査による歪み又は引張応力の方が大きいこと

を確認する。 

 

 

 

 

図１ 試験用基板の例 

試験用基板 

鋼製枠 

設計目地幅 

基板の長辺以上 

目地材 

ボルト 
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５．報告 

本試験による結果の報告は、次の事項を必須とする。 
5.1 共通報告事項 

a) 目地材の名称（ゴムの種類） 

b) 同種ゴム製品の供用環境 

c) 試験年月日 

d) 試験機関名 

5.2 試験体による歪み計測の報告事項 

a) 試験体作製時の表面含水率 

b) 試験時の温度、湿度 

c) 試験体の各測線における伸縮量 

5.3 FEM 解析の報告事項 

a) 解析プログラムの名称 

b) 要素タイプ及び要素数 

c) 解析結果及び応力分布図 

図２ 試験体の伸縮量計測の例 

目地材 計測用碁盤目 

（5 mm 間隔） 

計測測線 

（3 測線） 

目地材 

（露出表面） 

側壁 

応力（MPa） 

0 

-0.2 

-0.4 

-0.6 

-0.8 

図３ 応力分布図の例 
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設計目地幅 

目地背面側 

⑦  目地成型ゴム挿入工法の脱落抵抗性試験方法(案) 
 

試験方法規定者：農林水産省独自試験  
 
１．適用範囲 

  この基準は、コンクリート構造物の目地補修に使用する目地成型ゴム挿入工法の脱落抵抗性

試験方法について規定する。 

 

２．試験体  

2.1 試験用基板  

試験用基板（以下、「基板」という）は、下記に従い作製する。 

a）基板は、設計基準強度 21 N/mm2以上のコンクリート製で、JIS A 1132 の 5.(曲げ強度試験

用供試体)に準じて作製するものとし、その寸法は、100×100×50 mm 以上とする。 

b）型枠の取外し及び養生は、JIS A 1132 の 7.(型枠の取外し及び養生)による。ただし、型枠を

取外した後は、20 ± 2℃の水中で 28 日間養生する。 

c）同様の基板を２個作製する。 

2.2 試験体の作製  

試験体の作製は下記のとおり。 

a）養生期間経過後の基板の目地材付着面を高周波容量式水分計により表面含水率が 5 ％未満

であることを確認する。5 ％以上であった場合は、基板に影響を与えない程度にバーナー等で

十分乾燥させる。 

b）各製品の仕様で基板に目地材を設置する。その際、目地の長さは製品の設計深さ以上とする。

また、目地幅を調整可能なものとするため、図１に示すように基板の外側に鋼製枠を取り付け、

設計目地幅に固定し、製品で規定されている接着材の種類に応じた期間、温度 23 ± 2℃、相対

湿度 50 ± 5％で養生したものを試験体とする。 

c）同様の試験体を 3 個作製する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 試験体の例 

目地材 

鋼製枠 

試験用基板 

ボルト 
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設計目地幅+3 mm 

３．試験方法 

目地成型ゴム挿入工法の脱落抵抗性試験方法は、温度 23 ± 2℃、相対湿度 50 ± 5％の室内に

て行うものとし、試験体の鋼製枠のボルトを緩め、設計目地幅+3 mm に固定した後、図２に示

すように発泡スチロールの緩衝材を載せ、試験機に設置する。載荷は目地材の背面側から行い、

その速度は 1 mm/min、載荷版の幅は設計目地幅の 80 ％を目安とし、長さは試験体の延長と同

じとする。 

なお、脱落抵抗性は、測定された最大荷重を試験体の面積（試験時の目地幅×試験体の長さ）

で除した値で表すものとし、試験体 3 個の平均値を求める。その際、小数点以下第三位を四捨

五入する。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．報告 

本試験による結果の報告は、次の事項を必須とする。 

a) 目地材の名称（ゴムの種類） 

b) 試験体作製時の表面含水率 

c) 試験体の数 

d) 各試験体の寸法、載荷面積、最大荷重及び脱落抵抗性 

e) 平均脱落抵抗性 

f) 試験時の温度、湿度 

g) 試験年月日 

h) 試験機関名 

図２ 脱落抵抗性試験装置の例 

  
 

   
 

 
 
 

 

  

 

 

   

  
  

発泡スチロール 

鋼製台座 

鋼製載荷板 

球座 
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⑧  目地成型ゴム挿入工法の止水性試験方法(案) 
 

試験方法規定者：農林水産省独自試験  
 
１．適用範囲 

  この基準は、コンクリート構造物の目地補修に使用する目地成型ゴム挿入工法の止水性試験

方法について規定する。 

 

２．試験体 

2.1 試験用基板  

試験用基板（以下、「基板」という）は、下記に従い作製する。 

a）基板は、設計基準強度 21 N/mm2以上のコンクリート製で、JIS A 1132 の 5.(曲げ強度試験

用供試体)に準じて作製するものとし、その寸法は、300×300×60 mm 以上とする。 

b）型枠の取外し及び養生は、JIS A 1132 の 7.(型枠の取外し及び養生)による。ただし、型枠を

取外した後は、20 ± 2℃の水中で 28 日間養生する。 

c）基板作製時、若しくは養生期間終了後に図１に示すように基板中央部に目地材設置のための

溝を設け、併せて注水孔と空気抜孔を設ける。溝は、設計目地幅で設けるものとし、注水及び

空気抜孔の径は 10 mm 程度とする。 

2.2 試験体の作製  

試験体の作製は下記のとおり。 

a）基板の目地材付着面を高周波容量式水分計により表面水分率が 5 ％未満であることを確認

する。5 ％以上であった場合は、基板に影響を与えない程度にバーナー等で十分乾燥させる。 

b）各製品の仕様で目地材を挿入し、製品で規定されている接着材の種類に応じた期間、温度

23 ± 2℃、相対湿度 50 ± 5％で養生したものを試験体とする。 

c）試験体の端部からの水漏れを防ぐため、エポキシ樹脂系接着材や鋼製プレート等により止水

のため端部処理を行う。なお、試験体の長さは端部処理範囲を除いて 200 mm 以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験用基板 

空気抜孔 

注水孔 

端部処理 

目地材 

設計目地幅 

200 mm 以上 

図２ 試験体の例 図１ 試験用基板の例 

試験用基板 
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３．試験方法 

目地成型ゴム挿入工法の止水性試験は、温度 23 ± 2℃、相対湿度 50 ± 5％の室内にて行うも

のとし、図３に示すように試験体の注水孔に圧力ポンプ及び圧力計を接続し水を送りながら、

空気抜から目地内に滞留する空気を排出させた後、止弁を閉め圧力計の数値が 0.1 MPa を下回

らないように水圧により加圧する。この状態を 3 分間保持し、漏水がないことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．報告 
本試験による結果の報告は、次の事項を必須とする。 

a) 目地材の名称（ゴムの種類） 

b) 試験体作製時の表面含水率 

c) 試験後の漏水状況 

d) 試験開始前後の圧力計数値 

e) 試験時の温度、湿度 

f ) 試験年月日 

g) 試験機関名 

図３ 止水性試験装置の例 

圧力計 圧力ポンプ 

目地材 

空気抜(止弁付き) 

端部処理 
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⑨  円形付着ジグを用いた単軸引張試験方法 
 

         試験方法規定者：農林水産省独自試験  

 

 
１．適用範囲 

この規準は、コンクリート構造物の補修に使用する無機系表面被覆材料の単軸引張強さ試験

について規定する。なお、試験方法については上記試験方法策定機関の定める手法に則り実施

する。 

 

２．引用規格 

次に掲げる規格は、この規準に引用されることによって、この基準の既定の一部を構成する。

これらの規格は、その最新版を運用する。 

・JSCE-K 531(2013)「表面被覆材の付着試験方法（案）」 

・JSCE-K 561(2013)「コンクリート構造物用断面修復材の試験方法（案）」 

 

３．定義 

この規準で用いる主な用語の定義は次による。 
 
補修材料： コンクリート構造物の補修に使用する無機系表面被覆材料（表面被覆材、

被覆工）。断面修復材も含む。 
 

母材： コンクリート 
JSCE K-531 及び JSCE K-561 で定義する「基盤」に該当 
 

付着ジグ： 鋼製ジグ 
JSCE-K531 で定義する「上部引張用鋼製ジグ」に該当。 
JSCE-K561 で定義する「鋼製付着ジグ」に該当。 
付着ジグと呼称されることもある。 

付着強さ： 最大引張荷重を付着ジグ接着面積で除した値 
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４．試験用機械器具 
a) 付着ジグ*1）は次による。 

付着ジグは外径 45 mm の鋼製で、試験器と接続するための機構を有するものとする。 
 

 
図 付着ジグの例 

 
b) コアドリル（コアビット）は次による。 

内径 45 mm のコンクリートコア採取用のビットを用いる。 
コアドリルは所定の内径を有する円筒状の切込みを設けるために使用し、コンクリート用

コアビットを装着した電動ドリルなども含む。 
 

c) 単軸引張試験に用いる試験器は次による。 
— 最大荷重 10 kN 以上 
— 分解能 10 N 以上 
— ハンドル等によって任意の速度で引張力を負荷できる機構を有する 

引張試験器は、引張試験機（左図）の他、日本建築仕上げ学会認定の油圧式簡易引張試験

機（右図）などがある。 
 
 

   
 図 引張試験機 図 油圧式簡易引張試験機 ※ 

※ 農業水利施設における無機系補修材料の付着性評価（緒方英彦）より抜粋 
  

M12

1
0

1
2

Ø24

Ø45
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５．試験方法 
a) 試験箇所は、1 m2あたりに 3 個以上とする。 
b) 内径Φ 45 mm のコアドリルで、被覆工の表面から母材に約 5 mm 達する切込みを入れた

後、ナイロン製のブラシ及びサンドペーパーで接着面の汚れなどを除去し、溶剤等により

脱脂、洗浄する。ドリルにハンマードリルを用いる場合には打撃は用いない。 
c) 付着ジグの接着面をサンドペーパーで目荒らしした後、溶剤等により脱脂、洗浄する。 
d) 付着ジグにエポキシ樹脂接着剤などを塗布し、被覆工に貼り付ける。接着剤は、貼付け時

の空気混入を避けるために、付着ジグ中央が少し高くなるように付着ジグ全体に延ばす。 
 
【留意事項】 
・付着ジグと補修材料の試験面がずれないようにすること 
・接着剤が切れ込みへはみ出さないようにすること 
・補修材料接着面と付着ジグ接着面が平行になるように設置すること 
・安定的に試験を実施するための機材については 7.試験機材 を参照のこと 
 

 
図 切削から付着ジグ接着まで（側壁の例） 

 
e) 接着剤の強度が十分となるまで静置した後、荷重を検知することができる測定器にて、偏

心に注意して単軸引張試験を行う。加重速度は 1,500～2,000 N/min を目安とする。 
f) 付着強さは、次式によって算出し、小数点 3 桁目を四捨五入して小数点 2 桁の値に丸めて

示す。また、破断の状態は、図のように表現し、破断箇所をおおよその面積比で示す。 
 

2
b (N) 1,590 (mm )f P=  
 
ここに、fb：付着強さ（N/mm2） 

P：最大引張荷重（N） 
 

 

 

 

 

 

 
*1 付着ジグの直径は 45 mm を基本とする。加藤ら（2020）は、40 mm × 40 mm の付着ジグを用いた試験と同等の試験値が得ら

れることを報告している。 
出典：加藤 諭、八木沢 康衛、川邉 翔平、緒方 英彦（2020）:円形治具を用いた無機系補修材の付着強度試験方法の開発

関する基礎的研究、農業農村工学会論文集 88 巻 2 号 p. I_193-I_201 
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図 破断箇所と結果の表記 

 

６．報告 
6.1. 必ず報告する事項 

必ず報告する事項は次による。 

a) 最大引張荷重（N） 

b) 付着強さ（N/mm2） 

c) 破断の状態（面積比） 

d) 試験年月日 

 

6.2. 必要に応じて報告する事項 
必要に応じて報告する事項は次による。 

a) 試験機関名 

b) 被覆材厚さ 

c) 切込み深さ 

d) 破断面の水分状態（wet または dry） 

e) 使用接着剤及び静置時間と気温 

 

 

７．試験機材 
付着ジグの接着剤が切込み内に漏れることを防げ、かつ、単軸引張試験に影響しない締付け力

を有するものとして、特殊なゴム製リングが市販されており、利用することができる。このゴム

製リングは特許出願中の製品であるため、詳細は出願者に問い合わせること。 

 

7.1. 特許権についての問合せ先 
サンコーテクノ株式会社 
千葉県流山市南流山 3 丁目 10 番地 16 
 

表 特許情報 

 

発明の名称 特許出願公開番号 出願者 

付着強さ評価用ジグ、付着強さ評価

用装置及び付着強さ評価方法 
特開 2021-9024 
P2021-9024A サンコーテクノ株式会社ほか 
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7.2. 特許請求の範囲 
特許請求の範囲は、大きく以下の３項目となっている。市販の特殊ゴム製リングを用いない

場合は、円形付着ジグを用いた単軸引張試験実施時に特許権侵害とならない様、十分に留意

すること。 

① 円形付着ジグ（ジグ）とゴム製リングのセット 

② ①を使用した引張試験評価装置 

③ ①を使用した引張試験（評価方法） 

 

特許としては、①に記載の円形付着ジグを用いた単軸引張試験用に開発された円形付着ジグ

と特殊ゴム製リングのセットに特許の主眼がおかれており、①を使用した試験、評価にも特

許権がかかる。一方、①に記載のジグを用いなければ、円形付着ジグによる単軸引張試験自

体は特許権はかからない。  
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試験手順例 
 

１．試験手順 

1.1. 試験位置の決定、位置だし 
a) 事前調査により、過去の調査記録等から試験位置を決定する。 
b) 所定の箇所をチョークなどでマーキングする。 

 
1.2. 目荒らし、清掃、切削 
a) 土砂や藻が付着している場合にはナイロンブラシでそれらを除去した後、サンドペーパ

ー等で目荒らしする。 
b) ドリル先端ビットにビニールテープで被覆材の想定厚さをマーキングする。 
c) コアドリルを回転モードにし、躯体に達するまで切込みを行う。 
d) コアドリルで補修材に対して垂直に切削する。溝底に母材の粗骨材あるいは細骨材が全

面に見えることを確認する。 
e) エアーダスターやダストポンプなどで切込み溝の切粉を除去する。 
f) 切込み溝の傾きはノギスで直交 4 か所の切込み深さを測定して確認する。 

 
 

1.3. 付着ジグの貼付け 
a) 状況・条件に応じた接着剤を選定、塗布する。 
b) 付着ジグの接着面を目荒らしし、パーツクリーナーとウエスで脱脂・洗浄する。 
c) 付着ジグに接着剤を塗布し、中央が少し高くなるように塗り広げる。 
d) 付着ジグを補修材料表面に貼付け、固定する。 

留意事項： 
・付着ジグと補修材料の試験面がずれないようにすること 
・接着剤が切れ込みへはみ出さないようにすること 
・母材と水平に設置すること 
・安定的に試験を実施するための機材については 7.試験機材 を参照のこと 

e) 接着剤の強度を確保するための十分な時間静置する。 
 

1.4. 引張試験 
a) 引張試験装置を準備する。 
b) 偏心に注意して据え付ける。 
c) 引張力を 1,500N/min（=0.25kN/sec）で負荷し、最大引張荷重を得る。 
d) 破断箇所を観察、記録する。 
e) 付着ジグに測点番号を記入する。 
f) 被覆材表面に対して垂直になるように引張試験装置をセットする。 
g) 3 秒で 1 回転くらいの速さより速くならないようにハンドルを回して試験を行う。 

 
1.5. 補修 
a) ポリマーセメントモルタル等で試験跡を補修する。 
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２．報告の例 

2.1. 付着試験結果 
付着試験結果は一覧にまとめる（表 円形ジグ付着強さ試験調査表）。まとめ方は記入例

を参照する。 
 

2.2. 施工状況の写真 
 試験実施前後の写真を撮影する。 
 試験箇所毎に試験後の母材側及び付着ジグ側の写真を撮影する。なお、測点・最大荷重・

破壊形態を併せて示すとよい。 

図 試験後の母材側及び付着ジグ側の写真撮影例 
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表 円形ジグを用いた付着強さ試験調査表 
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表 円形ジグを用いた付着強さ試験調査表（記入例） 

 

○○○○○ 

○○○製   型式：○○○○○○ 



養生
条件

＊1基板の測定面となる２面に被覆材を塗布し、他の４面にシーリング材を塗布する。

測定
1回目

測定
2回目

16hｒ以上
3日間以内
に脱型

温度20±2℃で湿潤状態
（水中又はRH95%以上)に

静置

35

温度20±2℃、RH60±5%
二酸化炭素濃度5±0.2%

の試験槽に静置

21日

試験実施

5628

[5週] [8週]

28日

（日）

25日～27日と8hr16hr～3日

基盤に
被覆

(t=10㎜
以上)

及びｼｰ

ﾙ＊1

温度20±2℃、RH60±5%の
恒温恒湿室に静置

[4週]

養生
条件

7日

0材齢

中性化抑止性試験

図-1 　JIS A 1153「 無機系被覆材の促進中性化試験方法」の養生条件

試験基板の作製

供試体の作製及び試験

材齢 0 28

[4週]

（日）

3

促進中性化（中性化抑止性)試験は以下によるほか、JIS A 1153に準拠するものとする。
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＊1基板、下地処理材、不陸調整材、主材、仕上げ材の試料を静置する。

耐候性（耐候性）試験は以下によるほか、JSCE-K 511に準拠するものとする。

温度20±2℃,
RH80%以上

温度20±
2℃の水中

脱
型

試験実施

供試体の作製及び試験

28
[4週]

(気中）

1日

養生
条件

基盤に
被覆

温度23±2℃、RH50±5％

温度23±2℃,
RH50±5％

(気中）(気中) （水中）

1

温度23±2℃,
RH50±5％

試料
静置

＊1

（日）

0

（日）

（気中）

28日

耐候性試験

図-2　JSCE-Ｋ 511　「表面被覆材の 耐候性試験方法(案)」の養生条件

0

養生
条件

（日）

1日 6日 7日

試験基板の作製

[2週]

0 1 147

[1週]
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＊１ 試験用基板は、JSCE-K 561　5.8　a)に基づき、表2の配合で28日養生後のものを使用するか、若しくはJIS A 5371付属書Bの舗装用平板を使用する。
＊2 供試体作製後の養生期間は、JSCE-K 561の表3に基づき、製造業者が指定する期間又は28日間のどちらかを選択する。
＊3 日本下水道事業団「下水道コンクリート構造物の腐食抑制技術及び防食技術マニュアル」付属資料１に準拠し、水中養生を開始するまでの気中養生を行う。
＊4 供試体を60±3℃の恒温中で18時間放置し、直ちに60±3℃の恒温水槽に6時間浸漬する（左記の操作を1ｻｲｸﾙという）。工法毎に定められたサイクル数（日数）を実施する。
＊5

試験実施

試験実施

温度20±2℃
RH50%以上(気中)

温度20±2℃
RH50%以上(気中)

試験実施

温度20±2℃
RH50%以上(気中)

試験実施

0 35[5週]

28日間*2

（気中）

30分
以内

7[1週]

温度20±2℃

RH60±10%＊2

温度20±2℃、RH90％以上
基盤B
に被覆

30分
以内

28日間*2

(水中)

28日間*2

（気中）

10日間 1日間

温度20±2℃
RH50%以上(気中)

試験実施

温度20±2℃
RH50%以上(気中)

試験実施

温度20±2℃
RH50%以上

10 11

10日間

（気中）

乾湿繰返し条件＊4

10サイクル

温度20±2℃
RH50%以上

（気中）

1日間

（気中）

温冷繰返し条件＊5

10サイクル

30分
以内

0

温度5±1℃

（気中）

28日間*2

基盤C

　低温条件試験

28[4週]

基盤B
に被覆

30分
以内

温度20±2℃、RH50％以上
基盤A
に被覆

（気中）

温度20±2℃
RH50%以上

5±1℃

(気中)

（気中)

試料
静置

(容器）

24時間以上

0

⇒低温条件は、供試体（低温条件）へ続く
(気中)

7日間 1日間

基盤Ｃ
に被覆

温度20±1℃の清水中に浸漬

温度5±1℃
(気中)

（日）

0 28

基盤作製*1

（28日養生）

試験基板の作製

付着性試験

図-3　JSCE-K 561　「コンクリート構造物用断面修復材の試験方法(案)」の養生条件
付着強度（付着性）試験は以下によるほか、JSCE-K 561 に準拠するものとする。

80

　標準条件試験

　乾湿繰り返し条件試験

　温冷繰り返し条件試験

7[1週]

　多湿条件試験

　水中条件試験

⇒３条件とも、供試体（標準条件）へ続く

⇒多湿条件は、供試体（多湿条件）へ続く

⇒水中条件は、供試体（水中条件）へ続く

（気中）

温度20±2℃
RH50%以上

(水中)

（気中）

7日間 1日間

7日間

基盤Ａ

基盤B 20±1℃温度20±2℃
RH50%以上

20±1℃の水中に18時間浸漬した後、直ちに-20±3℃の恒温器中で3時間冷却し、次いで50±3℃の別の恒温器中で3時間加湿する（左記の操作を1ｻｲｸﾙという）。工法毎に定められたサイクル数
（日数）を実施する。

供試体
（標準条件）

供試体
（多湿条件）

供試体
（水中条件）

供試体
（低温条件）

供試体
（乾湿繰り返し条件）

供試体
（温冷繰り返し条件）

供試体の作製及び試験

※基盤Aを用いて供試体を作成し、標準状態に置いた後、乾湿を繰り返し、試験を行う

※基盤Aを用いて供試体を作成し、標準状態に置いた後、温冷を繰り返し、試験を行う

⇒乾湿繰り返し条件の試験及び温冷繰り返し条件の試験は、
各条件の供試体作製へ続く

※基盤Ａを用いて供試体を作成し、
　標準状態に置いた後、試験を行う

※基盤Bを用いて供試体を作成し、
　多湿状態に置いた後、試験を行う

※基盤Bを用いて供試体を作成し、
　水中状態に置いた後、試験を行う

※基盤Cを用いて供試体を作成し、
　低温状態に置いた後、試験を行う

7日間

0

28[4週]

温度20±2℃
RH50%以上

10
（日）
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＊1 標準モルタル供試体は、JIS R 5201-1997「セメントの物理試験方法」に基づき作製する。
＊2 標準モルタル供試体と表面被覆材の供試体は同時に試験を行う。
＊3 表面被覆材の供試体は、コンクリート板等で調整し、厚さ40㎜を確保する。また、吸水により膨潤する材料は使用不可。

水砂噴流摩耗（耐摩耗）試験は以下によるほか、表面被覆材の水流摩耗試験方法に準拠するものとする。

耐摩耗性試験

標準モルタル供試体の作製及び試験

28日間

図-4　「表面被覆材の水砂噴流摩耗試験方法」の養生条件

[4週]

0 28

温度23±2℃、RH50±5%脱型*3養生
条件

（日）

（気中）

[4週]

0 28
（日）

養生
条件 脱型*1 温度23±2℃、RH50±5%

供試体の作製及び試験

試験実施*2

（気中） 試験実施*2

28日間
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＊1　供試体の養生は、同規格の標準状態（温度20±2℃、RH50±5%）で行うものとする。

一体化性試験

図-5　JSCE-K　561 「コンクリート構造物用断面修復材の試験方法(案)」の養生条件

0 1

供試体の作製及び試験

（日）

養生
条件

圧縮強度（一体化性）試験は以下によるほか、JSCE-K 561 に準拠するものとする。

28

[4週]

0

温度20±2℃
RH50%以上

（日）

試料
静置

(容器）

24時間以上

試験実施（気中）

28日間

温度20±2℃
RH50%以上

(気中)

練り
混ぜ

脱
型 温度20±2℃、RH50±5%＊1
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＊1　東・中・西日本高速道路株式会社「構造物施工管理要領」（平成23年7月）における断面修復の性能照査「硬化収縮性」を
参考に、温度23±2℃、RH50±5%）で行うものとする。

養生
条件

脱
型 温度20±2℃、RH50±5%＊1

温度20±2℃

RH50%以上＊1

(気中)

（気中）

測定

成
型

（気中）

2日間

  ↑
  基長測定

26日間

温度23±2℃

RH50±5%＊1

寸法安定性試験

図-6　JIS A 1129 「モルタル及びコンクリートの長さ変化測定方法」の養生条件

材齢 2
（日）

供試体の作製及び試験

[4週]

0

長さ変化率（寸法安定性）試験は以下によるほか、JIS A 1129 に準拠するものとする。

1 28
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養生
条件

＊4　試験の終了は300サイクルとするが、それまでに相対動弾性係数が60%以下になったものはそのサイクルで終了とする。

＊1　JIS A 1132 の７．型枠の取り外し及び養生による。
＊2　各サイクルにおける供試体の中心部の最高及び最低温度は、それぞれ5±2℃及び-18±2℃の範囲内になければならない。

＊3　凍結融解1サイクルに要する時間のうち、融解行程に要する時間は、A法の場合には25%以上とする。
　　 また、供試体の中心温度が3℃～-16℃に下がるのに要する時間は、凍結行程に要する時間の1/2以下になってはならない。
　 　同様に-16℃～3℃に上がるのに要する時間は、融解行程に要する時間の1/2になってはならない。

水中養生
後、試験開

始前

　２回目以降の測定は、融解行程終了直後に行う

測定 測定

16時間～3日 25日～27日と8hr

測定 測定

同左。300ｻｲｸﾙ又は相対動弾性係

数が60%以下まで測定する。*4
36ｻｲｸﾙ越え

ない間隔
同左 同左

(水中)

（日）

16hｒ以上
3日間以内に

脱型*1

耐凍害性試験

図-7　JIS A 1148　「コンクリートの凍結融解試験方法」の養生条件

材齢 0 28

[4週]

3

凍結融解（耐凍害性）試験は以下によるほか、JIS A 1148 に準拠するものとする。

供試体の作製及び試験

　凍結融解1サイクルは、供試体の中心部温度*2が、通常5℃～-
18℃に下がり、また、-18℃～5℃に上がるものとする。

　凍結融解1サイクルに要する時間*3は、3時間以上、4時間以内で
なければならない。

温度20±2℃の水槽中
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*1  試験用基板の作製は、JSCE-K 511の4.1（試験用基板）に準拠する。
*2  JSCE-K 511に準拠し、作製した基板、下地処理材、不陸調整材、主材、仕上げ材の試料を静置する

28日

試験実施

温度23±2℃
（気中）

供試体の作製及び試験

養生
条件

28

[4週]

基盤に
塗布

温度23±2℃、RH50±5％

(気中）

0

（日）

試験基板の作製
*1

0

1日 6日 7日

[1週] [2週]
14

脱型

養生
条件

（日）

ひび割れ追従性試験

図-8　JSCE-Ｋ 532　「表面被覆材のひび割れ追従性試験方法(案)」の養生条件
ひび割れ追従性試験は以下によるほか、JSCE-K 532に準拠するものとする。

(気中)

1日

温度20±2℃,
RH80%以上

温度20±2℃
温度23±2℃,
RH50±5％

温度23±2℃,

RH50±5%*2

1 7 15

（水中） (気中） (気中）
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